
●　次世代育成支援対策推進法の認定を受け､「くるみん」を取得した事業主
に対する税制優遇制度（建物等の割増償却制度）が創設されました。

●　「子育てサポート企業」として、次世代育成支援への取り組みを推進している
「くるみん」取得企業の皆さま、この税制優遇制度を積極的にご活用ください。

厚生労働省・都道府県労働局
ひと、くらし、みらいのために

事業主の皆さまへ

子育てサポート企業に対する
税制優遇制度が創設されました

次世代認定マーク
（愛称:くるみん）

取得・新築・増改築した建物等について  割増償却  ができます
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1 税制優遇制度の概要

2 税制優遇制度の対象となる事業主の要件

●　次世代育成支援対策推進法（以下「次世代法」）に基づく認定を受け､「くるみん」を
取得した企業は、認定を受ける対象となった一般事業主行動計画の計画期間開始の日か
ら認定を受けた日を含む事業年度終了の日までの期間内に取得・新築・増改築をした建
物等について、認定を受けた日を含む事業年度において、普通償却限度額の 32％の割
増償却ができます。

●　青色申告書を提出する事業主であること
●　平成23年４月１日から平成26年３月31日までの期間内に始まるいずれかの
事業年度において、次世代法の認定を受けること

※個人事業主の場合は、平成24年１月１日から平成26年 12月 31日まで各年に次世代法の認定を受けた
場合に対象となります。
※過去に認定を受けたことのある事業主でも、当該期間内に新たに認定を受けた場合には対象となります。
※当該期間内に複数回認定を受けた場合には、最初の認定についてのみ対象となります。

次世代法（次世代育成支援対策推進法）とは？
●　少子化が急速に進行し、わが国の経済社会に深刻な影響を与えることが懸念されています。少子化の背景の一つ

には、仕事と子育ての両立が困難な職場環境があると指摘されています。

●　そこで、次の世代を担う子どもたちが健やかに生まれ育つ環境をつくることを目的として、国、地方公共団体、

企業、国民が一体となって行う取り組み（以下「次世代育成支援対策」）を進めるため、それぞれが果たすべき

役割などを定めた次世代育成支援対策推進法が平成15年７月に成立し、平成17年４月に施行されました。

●　この法律では、少子化の流れを変えるため、国や地方公共団体による取り組みとともに、企業においても一般

事業主行動計画（以下「行動計画」）を策定、実施していただくことを定めています。（平成23年４月１日から

従業員101人以上の企業に、策定・届出、公表・周知が義務づけられています）。

●　行動計画とは、企業が従業員の仕事と子育ての両立を図るための雇用環境の整備や、子育てをしていない労働者

も含めて多様な働き方を選択できる労働条件の整備などに取り組むに当たって、①計画期間②目標③目標達成の

ための対策とその実施期間、を定めるものです。

　行動計画の策定について➡ http://www.mhlw.go.jp/general/seido/koyou/jisedai/index.html

●　この行動計画に定めた目標を達成し、一定の要件を満たした企業は、申請を行うことによって「子育てサポート

企業」として、厚生労働大臣（都道府県労働局長へ委任）の認定を受けることができます。認定を受けた企業は、

次世代認定マーク（愛称：くるみん）を広告、商品などに表示し、次世代育成支援対策に取り組んでいることを

アピールできます。
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3 適用対象の建物等

4 事務手続

以下の①②のどちらにも当てはまる建物及びその附属設備（以下「建物等」）が割増償却
の対象となります。
①次世代法の認定を受けた日を含む事業年度終了の日において、事業主が所有し、事業の
ために使用している建物等
②認定を受ける対象となった行動計画の（ア）計画期間開始の日から認定を受けた日を含
む事業年度終了の日までの期間内に取得した建物等で、その建設の後、事業のために使
用されていないもの、または（イ）その期間内に新築・増改築をした建物等　

●　次世代法の認定申請は、都道府県労働局雇用均等室で受け付けています。認定を受け
た事業主には「基準適合一般事業主認定通知書」を交付します。　
●　割増償却は、上記通知書の写し等を添えて、税務署に申告してください。

　※割増償却について詳しくは、税務署までお問い合わせください。

※所有権が移転しないリース取引に取得した
ものを除きます。
※増改築の場合は、増改築のための工事を行っ
たことによって所有することとなった建物
等の部分に限ります。
※「建物およびその附属施設」の例
●事務所用建物、店舗用建物、病院用建物、
　工場用建物、倉庫用建物、事業所内保育施設
●電気設備、アーケード・日よけ設備、
　給排水・衛生設備、ガス設備

「くるみん」を取得するには？
●　次世代法の認定を受け「くるみん」を取得するためには、適切な行動計画を策定し、
その計画期間が終了し、一定の基準を満たしていることが必要です。

　認定基準について➡ http://www.mhlw.go.jp/general/seido/koyou/jisedai/dl/ninteikijun.pdf

●　認定を受けようとする場合は、あらかじめ認定基準を踏まえて行動計画を策定してください。策定した、または

策定しようとしている行動計画が目標を達成した場合に認定基準を満たすかどうかについては、都道府県労働局

雇用均等室にご相談ください。

●　行動計画が認定基準を満たさない場合は、計画期間の途中でその期間や内容を変更することが可能です。計画の
変更により、認定の対象となる場合もあります。

　　行動計画の期間や内容を変更するときは、都道府県労働局雇用均等室に変更届を提出してください。

決算時
割増償却

この期間に建物等を取得・新築・増改築

1事業年度 平成23年4月1日

行動計画
計画期間
2年～5年

認定日

この時点で、
事業のため
に使用され
ている

平成24年３月31日
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１ 雇用環境の整備について、行動計画策定指針に照らし適切な行動計画を策定したこと。 

２ 行動計画の計画期間が、２年以上５年以下であること。 

３ 策定した行動計画を実施し、それに定めた目標を達成したこと。 

４ 平成２１年 4月１日以降に新たに策定・変更した行動計画について、公表及び従業員への

周知を適切に行っていること。 

５ 計画期間において、男性労働者のうち育児休業等をしたものが 1人以上いること。 

 【常時雇用する労働者の数が３００人以下の一般事業主】 

ただし、当該計画期間においてその雇用する男性労働者のうち育児休業等をしたものがい

ない中小事業主（一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が３００人以下のものをい

う。）にあっては、次のいずれかに該当すれば足りること。 

① 計画期間において、子の看護休暇を取得した男性労働者がいること（ただし、１歳

に満たない子のために利用した場合を除く。）。 

② 計画期間において、小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者に対する

所定労働時間の短縮措置を利用した男性労働者がいること。 

③ 当該計画の開始３年以内の期間において、その雇用する男性労働者のうち育児休業

等したものが１人以上いれば足りること。 

６ 計画期間内の女性労働者の育児休業等取得率が 70％以上であること。 

【常時雇用する労働者の数が３００人以下の一般事業主】 

ただし、当該計画期間において、育児休業取得率が７０％未満である中小事業主にあって

は、当該計画の開始前３年以内の日であって当該中小企業が定める日から計画期間の末日ま

での期間を計画期間とみなした場合における育児休業取得率が７０％以上であれば足りるこ

と。 

７ ３歳から小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者について、「育児休業に関す

る制度、所定外労働の制限に関する制度、所定労働時間の短縮措置又は始業時刻変更等の措

置に準ずる制度」※を講じていること。 

※１「育児休業に関する制度、所定外労働の制限に関する制度、所定労働時間の短縮措

置又は始業時刻変更等の措置」とは、育児・介護休業法第２４条第１項第３号により

事業主が必要な措置を講ずるよう努めなければならないとされている措置をいいます。

なお、これらの措置は計画期間終了時までに措置されていればよく、措置が講じられ

た時期は問いません。 

※２「始業時刻変更等の措置」とは、以下のような措置をいいます。 

    ・フレックスタイム制度 

     ・始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ     

    ・事業所内保育施設の設置運営その他これに準ずる便宜の供与 

８ 次の①～③のいずれかを実施していること。 

      ① 所定外労働の削減のための措置 

      ② 年次有給休暇の取得の促進のための措置 

      ③ その他働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備のための措置 

９ 法及び法に基づく命令その他関係法令に違反する重大な事実がないこと。 

認定基準 

（Ｈ２２．６．３０） 
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